





















































年度には 95％近くとなり，平成 52（2030）年度には 100％に近づくことが予想され，健全財
政維持のための方策の立案・実施が不可欠となっていることが示されている． 
１）本稿で使用する将来推計人口は，国立社会保障人口問題研究所が発表した平成 25 年 3 月推計を参考と
している．なお，本推計における出生率の推計は「中位推計」が採用されており，その条件として国立社
会保障人口問題研究所は「合計特殊出生率（人口動態統計と同定義）は，実績値が 1.39 であった平成 22
（2010）年から平成 26 年（2014）年まで，平成 24 年（2012）年の 1.37 を除き，概ね 1.39 で推移する．そ
の後平成 36（2024）年の 1.33 に至るまで緩やかに低下し，以後やや上昇して平成 42（2030）年の 1.34 を
経て，平成 72（2060）年には 1.35 へと推移する．」としている． 
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 2　中小都市における市税収入および普通交付税額の将来推計方法 
 　本節では，中小都市における市税収入および普通交付税額につき，平成 22 年度を基準とし
30 年後の平成 52 年度までの間の 5年ごとの数値を推計する方法について説明する．第 1項で
は市税収入の将来推計方法を，続く第 2節では普通交付税額の将来推計方法について紹介して
いる． 




























にある勤労者世帯の「勤め先収入（ y i ）」と「個人住民税（県民税含む）（ t  i ）」データ（16 階級
分）を収集し，次のような租税関数をOLSによって推計する．なお推計式の下に示している（　）
内の数値は t値を表している． 
  t i ＝－(－13.665)
12620.9＋0
(34.727)
.064482yi　　　( R 2 ＝0.9877) 
(1) 
 推計した租税関数に Phase3 で算出したそれぞれの雇用形態における男女別年齢階級別年収を
代入することにより，男女別年齢階級別雇用形態別の一人当たり個人住民税額が算出できる．










府県民税 4％，市町村税 6％とされている． 













































 　次に基準財政収入額の将来推計方法についてであるが，こちらも同様に平成 22 年の国勢調
査において人口が 5万人以上 10 万人未満であった 272 都市について，「市町村決算状況調（平
成22年度）」に記載のある地方税額と基準財政収入額との相関関係を (3)式のとおりOLSによっ


















自治体の経常的経費の決定式を導出する」としており，個人  i の効用関数と予算制約式を（4）
式及び（5）式のとおり想定している．ここで  xi は個人  i の私的財消費量， qi は公共財消費量，
 ai は年齢， yi は所得水準， ti は地方税率（公共財の単位税率）， c は公共財の単位生産コスト，
 Q は地域全体に供給される公共財の量とする． 
６）基準財政需要額と基準財政収入額との差額がマイナスとなる場合は，普通交付税額はゼロとする． 
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 Ui＝Ui (xi, qi; ai) (4)
 yi＝xi＋ticQ (5)
 　次に個人の公共財消費量 ( qi )と当該自治体全体に供給される公共財の量 ( Q )との関係を (6)






を導いている．なお，(7)式の  t i  cnδ は (8)式の公共財の価格（ pi ）に相当する． 
 qi＝byiαpiβaiγ (8)
 lnE＝lnb＋αlnyi＋γlnai＋βlnti＋(1＋β)lnc＋δ(1＋β)lnn (9)
 　併せて中川（2015) では，(9)式の公共財の生産コスト (c)の統計データを収集することが困
難であることから，新たに (10)式の説明式を想定しこれらを  (9) 式に代入することで，データ
収集を回避している．なお， WP は公務員平均給与， DN は人口密度である．以上より，(9)




 　　 ＋(1＋β)θlnWP＋(1＋β)χlnDN＋δ(1＋β)lnn (11)
 　中川（2015）では，（11）式に平成 22 年度における人口 5万人以上 10 万人未満の 272 都市
のクロスセクションデータを用いて次のような推計式を導出した．なお，係数推計値の下の（　）





































(12)式の  tm に代入することにより，経常的経費の将来推計値を推計することができる． 
 4　中小都市における経常収支比率の将来推計方法 

































 　図表 3の推計結果をみると，いずれの都市についても市税収入および普通交付税額とも 5％






























スが大半を占め，更に年功賃金は 50 歳～ 55 歳を頂点としてその後減少していくため，人口の







税収 交付税額 合計額 税収 交付税額 合計額
H22  8,916,954   218,755  9,135,709 11,400,644       0 11,400,644
H27  9,525,362   106,457  9,631,819 11,524,785       0 11,524,785
H32  9,984,898         0  9,984,898 11,590,227       0 11,590,227
H37 10,167,978    61,411 10,229,389 11,431,280       0 11,431,280
H42 10,089,402   287,953 10,377,355 11,053,008   6,383 11,059,391
H47  9,788,886   651,863 10,440,749 10,549,938 341,249 10,891,187
H52  9,476,567   982,091 10,458,658 10,061,150 629,825 10,690,975
愛西市 蒲郡市
税収 交付税額 合計額 税収 交付税額 合計額
H22  7,375,540 4,346,544 11,722,084 13,537,761 1,135,979 14,673,740
H27  6,993,785 4,474,961 11,468,746 13,101,716 1,339,280 14,440,996
H32  6,794,437 4,398,037 11,192,474 12,785,470 1,363,527 14,148,997
H37  6,555,078 4,278,620 10,833,698 12,361,346 1,410,990 13,772,336
H42  6,149,302 4,246,570 10,395,872 11,776,145 1,547,427 13,323,572
H47  5,641,483 4,276,623  9,918,106 11,073,241 1,754,536 12,827,777
H52  5,267,019 4,199,901  9,466,920 10,450,325 1,877,737 12,328,062
（出所）筆者作成












長久手市  8,916,953  8,952,434 －0.4   218,755         0 　2.4
知立市 11,400,644 11,173,197 　2.0         0    46,732 －0.4
愛西市  7,375,540  7,176,804 　2.8 4,346,544 4,602,453 －1.7
蒲郡市 13,537,760 13,130,842 　3.1 1,135,979 1,882,929 －4.4
（出所）平成 22，23 年度市町村別決算状況調
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所得（ y m ）や人口密度（ DN ）といった経常的経費を抑制する変数も増加するものの，それよ
りも人口増加による経常的経費の増加圧力が上回ることにより，結果的に平成 22 年比で 30％
以上も経常的経費が増加することとなる． 





差と定義している．なお，各都市の平成 22 年度標準財政規模は以下のとおり．長久手市 9,219,081 千円，


















 　まず，平成 22 年から平成 52 年にかけての高齢化率が 4市の中で最も低い長久手市について
は，当該期間の 30 年間に最も高齢化が進行し，かつ人口増が進捗することから当初 81％程度
であった経常収支比率は 97％とおよそ 15 ポイントも上昇することがわかる． 
 　次に知立市については，前述のとおり経常的経費の大きな変化は起こらないものの，平成
32 年以降の人口減少伴い基準財政需要額の上昇が抑えられるため，普通交付税額の将来推計
額は 4都市の中で最も低い．そのため，一時的に経常的経費が減少する平成 27 年に経常収支
比率は一旦低下するが，それ以降は長久手市に次ぐ高齢化率の上昇と共に経常収支比率も上昇
を続け，最終的には平成 22 年時点で高齢化が進んでいる 2都市を上回る経常収支比率となっ
てしまっている． 
10）各都市の平成 22 年度における経常的経費の決算値は以下のとおりである．（　）は推計値との誤差． 
 長久手市 9,692,383 千円（9.1％），知立市 14,483,375 千円（－1.8％），愛西市 14,690,286 千円（0.0％），蒲
郡市 19,262,329 千円（－1.3％）． 
図表 5　経常的経費の将来推計値一覧10） （千円）
長久手市 知立市 愛西市 蒲郡市
H22 10,571,896 14,227,540 14,694,571 19,005,407
H27 11,502,254 14,088,902 15,232,411 19,242,998
H32 12,097,246 14,387,938 14,857,591 18,908,599
H37 12,698,187 14,594,578 14,387,227 18,453,030
H42 13,168,058 14,678,855 13,965,714 17,953,958
H47 13,541,122 14,670,500 13,690,449 17,574,722





り，平成 52 年においても 4市の中で最も高齢化率が高い都市となっている．また，図表 4に
あるとおり普通交付税額は将来にわたって大きく変化しないものの，前述のとおり人口減少の
影響により税収が大きく落ち込むことが予想されるため，経常収支比率の将来推計値は，経常





収支比率」と「経常収支割合」との差分が平成 22 年と比較して 5～ 10％増加した．これは，平成 19 年










 　最後に平成 22 年時点でもっとも高齢化率が高い蒲郡市についてだが，こちらも愛西市同様，
高齢化率の上昇はしているものの長久手市，知立市と比較するとその上昇の傾向は若干緩やか





























 （2016 年 10 月 12 日受領，2017 年 2 月 28 日掲載決定）
